




報告事項  (1件 )

(1)児童生徒の健全育成に係る県と市町の連携に関する協定について
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くポイント〉県と市町の福祉部局と教育部局を結ぷ連携協定を締結することで、学校内で支援を必要とする児童
生徒に対しt双方の部局の連携のもと、早期に適切な支援をすることが可能になつた。

教育分野と福祉分野の連携 ―滋賀県一

(連携協定 )について児童生徒の健全育成に係る県と市町の連携に関す

連携したいが

ea

児重生徒の健全育成に係る県と市町の連携協定

【児童生徒の健金育成に係る県と市町の連携協定】

小中学校
市 町

協定締結

【学校での支援フロー】

1.県立学校において、

児重生徒の不登校事業など
の対応が必要な事業が発生

2.必要に応じて市町立学
校(出身校 )、 市町福祉部局、

県福祉部局等の関係機関ヘ
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?ポイント〔連携を容易

・ケース会議

県立高疫
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県立学校へ進学した児童生徒のうち、特別な支援を丞妻とする者が(切れ目のな

い支援を受けられるよう、市町・市町教育委員会・県・県教育委員会の四者で協定

を締結 し、県と市町、教育委員会と福祉部局の枠を超えて、支援を必要とする児童

生徒の情報を共有し、連携した支援を行う取組。令租 3年 4月 に運用開始。

(支t澄対象者)             ′ ?"常ント(スムーズな情報共有,
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。その他、児重生徒の健全育成および将来の社会的自立のために連携した支援
を要すると認められる者

(令剰 3年度の実施市町)

14市町(全市町数虫9)■f
説明を重ね、広競での取章己を実現。

フ́【協定縛縮自治体におけ6葉腺の宝援事例】

と,令和 3年 4月 に高校に進学した生徒に
ついて、高校から市のする達支援部局に対
して協定に基づく連続の申し入れ.

2.市の発達支援部局が学校を訪問しll青

報共有。

3.生徒がGW明けから登校できていなかつ

たため、市の発達支援部局が本人との面談
を実施。担任、保護者にll青革侵を共有。

4.高校と市の発達支援部局が協力して、
高校での生徒の様子等を資蝉にまとめ、
市の発達支援部局から医療機関につない
だ結果、医療機関で診断を受け、治療が
開始。
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5`市の発達支援部局、保護者、学校の 3

者でケース会議を実施し、家庭と学校で
できる取組を確認。

3.必要に応 して関係機関
で情報共有やケース会議を

実純
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※その後、県教育委員会と市の発違支援郡局
の関係性が構築され、市の発達支援部局が
講師となつて、高校教員に対する「合理的
配慮」に係る研修会を実施。
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4.関係機関が連携した

支援毯実施

支援

県内19市町の動向

令和3年度から取組実施 (令和2年度協定締結)14市町

大津市、彦根市、守山市、甲賀市、湖南市、高島市、東近江市、米原市 (

日野町、竜王町、愛荘町、豊郷町、甲良町、多賀町

令和4年度から取組実施 (令和3年度協定締結)3市町

栗東市、野洲市t近江人幡市

※長浜市は当該取組に賛同しない意向であることを聞いている

実績およびニーズ

・令和3年 4月 から9月 の半年間で21校 (対象校67校 )、 210件の協定に基づく連携が行われた
全日制高等学校 15校、定時制高等学校 3校、特別支援学校 3校

・連携先機関内訳 福祉部局90%、 教育委員会(学校)10%
【令和3年 10月 開催の県主催会議資料より】

・生徒や保護者は様々な悩みを持つているので、つなげる相談先があることはよい。
・将来への不安や学校を卒業した後の不安を抱えている保護者も多く、18歳以降の相談先がない。

【市内高校ヒアリング結果より】



児童生徒の健全育成に係る県と市町の連携に関する取組(連続脇定 )について

連携協定の概要

本市奪よ、革津市立少年センター・あ
すくる草津における青少年の非行防止
や催全育成、発達段階に課蓮を抱える
子どもへの相談支援与福社の総合相談
窓回の設歳など、子ども̀ 著者に関する
様々な相議支藝It取明助ι4ヽる。教′

育委員会のおti灯よ、盛榜線育朝1ユお
ける本登絞や偶鼠韓寅懇浄豪する見重
蕉機への稲諜京盤神Ⅲ建之学校等との
情報共弯ぬ聴 空実施

対象者①
不登校傾向

生徒
(保護者)

対象者②
発達障害等

―
ト

生徒
|(保護者)

情報提供

不登校や個別支援が必要な高等学校の児

童生徒、高校中退者の情報共有や連携は、

県内市町や各県立学校によって対応にばら
つきがあ&

閾
県立学校へ進学した児童生徒 (入学予定

者および中退者)のうち、特別な支援を必要

とする者が切れ目のない支援を受けることが

できるよう、市町および市町教育委員会なら

びに県および県教育委員会の四者で協定を

締結し、情報共有等の仕組みを整える。

(1)市長部局   子ども未来部子ども家庭・若者課長

(2)市教育委員会 児童生徒支援課長および各市立学校長

(3)県知事部局  健康医療福祉部障害福祉課長、子ども・♀ 年局家庭支援推進室長

(4)県教育委員会 幼小中教育課生徒指導・いじめ対策支援室長および各県立学校長

連携協定で想定される対象者別の支援イメージ
※対象者別の関係課は主だつた課を記載
(記載のない課も事案にようては連携する)

対象者③
中途退学、転学等の心配

【目的】
県立学校E高等学校、特別支援学校、申学校]に進学した児童生徒(県立学校へ入学予
定の者および県立学校を中途退学した者等を含む)のうち、特別な支援を必要とする者
が、切れ 日のない支援を受けられるよう、市町・市町教育委員会・県・県教育委員会の四

者で協定を締結し、県と市町、教育委員会と福祉部局の枠を超えて、支援を必要とする

児童生徒の情報を共有し、連携した支援を行う取組

【支援の対象者】
①不登校および不登校傾向にある者
②発達障害等特別な支援を必要とする者
③中途退学および転学等がf心配される者
④その他、児童生徒の健全育成および将来の社会的自立のために連携した支援

を要すると認められる者

【取り扱う個人情報の内容】
①住所、氏名、年齢、性別、学校名t学年、事案の概要および関連する心身の状況
②交友関係や家庭の状況等表出している課題の背景や要因につながるもの
③対象児童生徒に関わりのある県(市)立学校での配慮事項や功を奏した支援方法等、
適切な継続的支援につながるもの
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